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前略： 

 

以下の通達が厚生労働省より参りましたのでお知らせいたします。 



健臓発第 0430001 号 

                         平成２１年４月３０日 
 
日本造血細胞移植学会理事長 殿 
 
                 厚生労働省健康局疾病対策課 
                         臓器移植対策室長 
 

臓器移植及び造血幹細胞移植における新型インフルエンザ 
（豚インフルエンザＨ１Ｎ１）への対応について 

 
 厚生労働行政の推進につきましては、日頃より御指導御協力を賜り、厚く御礼申し

上げます。 
 新型インフルエンザ（豚インフルエンザＨ１Ｎ１）に関しては、世界保健機関（Ｗ

ＨＯ）において、本年４月２５日に「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態に該

当する」とされ、その後、継続的に人から人への感染がみられる状態になったとして、

４月２８日にインフルエンザのパンデミック警報レベルをフェーズ４に引き上げる

宣言が行われ、さらに、４月３０日現在、フェーズ５に引き上げられたところです。 
これを受け、厚生労働省としても、豚インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）を、感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条

第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症として位置づけ、「新型インフルエン

ザ対策行動計画」及び「新型インフルエンザ対策ガイドライン」に基づく対策に万全

を期すよう都道府県等あて通知を発出しており（別添１）、新型インフルエンザの状

況については、逐次厚生労働省ホームページにおいて情報提供を行っているところで

す。 
また本年４月２８日、外務省からも、メキシコへの不要不急の渡航は延期するよう

勧告する感染症危険情報が発出されたところです。（別添２） 
  
 こうした中、当面の対応として、臓器移植及び造血幹細胞移植における新型インフ

ルエンザ（豚インフルエンザＨ１Ｎ１）の対応については下記のとおりといたします

ので、遵守されるようお願いいたします。 
 
 また、下記の取扱いにつきましては、今後のＷＨＯの勧告や国内における対応等の



状況の変化を踏まえ、適宜改めていく予定であることを申し添えます。 
 なお、同趣旨の通知を各都道府県、政令市及び特別区衛生主管部（局）長、社団法

人日本臓器移植ネットワーク理事長、日本移植学会理事長、社団法人日本医師会常任

理事、日本内科学会理事長、各眼球あっせん機関の長、日本角膜移植学会理事長、日

本角膜学会理事長、財団法人骨髄移植推進財団理事長及び日本さい帯血バンクネット

ワーク会長にも送付していることを、併せて申し添えます。 
 

記 
 
（１） 臓器又は造血幹細胞（以下「臓器等」という。）の提供候補者について、別

添３の新型インフルエンザ（豚インフルエンザＨ１Ｎ１）の届出基準（※１）

に該当するかどうかについて問診を強化し、該当する場合には当該候補者の臓

器等を移植に用いないこととすること。 
 
（２） 臓器等の提供候補者について、提供前１０日以内に、上記（１）に該当する

者を看護・介護するか、同居しているか、近距離で接触するか、患者の気道分

泌物、体液に触れた者に該当するかどうか確認し、該当する場合には当該候補

者の臓器等を移植に用いないこととすること。 
 
（３） 臓器等の提供候補者について、提供前１０日間の海外渡航歴を確認し、外務

省より不要不急の旅行を延期するよう勧める危険情報が発出されている国（※

２）への渡航歴がある場合には、当該候補者の臓器等を移植に用いないことと

すること。 
 
 

＊  平成２１年４月３０日現在、※１については、「新型インフルエンザ（豚イ

ンフルエンザＨ１Ｎ１）に係る症例定義及び届出様式について」（平成２１年

４月２９日健感発第０４２９００１号）に基づいており、※２についてはメキ

シコとなっているが、今後届出基準の改訂又は危険情報が発出されている国・

地域の変更に合わせて、適宜対応を変更すること。 
   なお、届出基準については、厚生労働省ホームページに掲載されており、危

険情報については外務省ホームページに掲載されている。 
 




























